
 

 

 

 

 

 

 

 

日本では、一人当たりの食品ロス量を試算すると、「お茶碗約一杯分（約 136ｇ）

の食べもの」が毎日捨てられている計算となります。 

一人一人が「もったいない」を意識して、日頃の生活を見直すことが重要です。               

食品ロスの原因は、「食べ残し」「皮のむき過ぎ」「鮮度落ち」です。       

「必要な量だけ購入」して「食べ切る」ことが削減のポイントです。 
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【相談事例】                                
昨年末、旅行会社のホームページから８月のハワイツアーの申し込みをした。家

族４人分の料金８０万円は現金で支払っている。 

先週末、旅行会社が倒産しツアーが催行されなくなったので、支払った料金８０

万円を返金して欲しい。 

【アドバイス】                                
裁判所により破産決定がなされ倒産になると、旅行会社から旅行代金が返金され

ることはありません。次の２つの方法で手続きが進められることになります。 

 

１、日本で旅行業を営む旅行会社は「旅行業法」に基づき国や都道府県知事に登録

をしなければなりません。「旅行業法」では消費者保護として「弁済業務保証金

制度」が設けられており、旅行会社が倒産した場合などは制度の範囲内で返金さ

れる仕組みになっています。 

事例の旅行会社は旅行業協会の会員登録をしていた為、「弁済業務保証金制度」

が適用されます。（なお、弁済額については旅行会社が納付している金額や旅行

者の債権総額によって異なります。）旅行業協会のホームページで「弁済業務保

証金制度」の認証申出書類送付依頼をしましょう。また、旅行のパンフレットや

申込書、請求書、メールなどの関係書類は保管しておいてください。 

２、消費者の旅行代金は、破産手続きにおける一般の破産債権として扱われ、優先

的に取り扱われる債権を控除した後、残額がある場合に弁済が実施されることに

なります。破産管財人から債権者集会やホームページを通じて告知等が行われま

すので、随時情報を確認しましょう。 


